
建築都市局

平成26年度 行政評価の取組結果 (建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

目
標

30 ％ 31 ％
課
長

0.60 人

実
績

30 ％ 31 ％
係
長

2.70 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

9.90 人

目
標

30 ％ 31 ％

実
績

30 ％ 31 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

86 ％ 86 ％
課
長

0.05 人

実
績

85.8 ％ 88 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

99.8 ％ 102.3 ％
職
員

1.60 人

Ⅱ-1-(1)-④ 
居住支援の充
実

H28年度
施策の方向性

人件費（目安） H26年度

2,437,556

H26年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業

主要事業
所管課名 事業概要

H25年度

Ⅱ-1-(1)-③ 
子育て・高齢
世帯などが混
在するコミュニ
ティづくり

―

高齢単身が
市営住宅に
おいて安心
して暮らせる
環境づくり

人数

―
３２％

（Ｈ２７年度）

H25年度

―

H26年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

2,090,875

市営住宅のバリアフリー住戸
の供給率（累計）

108,1501,653,2822,197,550

2,669,757

バリアフリー住戸の供給率目標について
は、目標を達成することができたので順
調であると判断し、ふれあい巡回員の活
動については、市営住宅に住む６５歳以
上の単身高齢者を対象に巡回員が訪問
し、高齢者が抱える悩みの聞きとりや相
談先の助言などを行うほか、孤立死や引
きこもりの防止を図っており、平成２６年
度は、対象者８,４８４人に対して延べ２４,
２３１回訪問し、３１,０６１件の相談に応じ
たので順調であると判断。

順調245,400

課
長

2.10 人

市営住宅のマネジメント実施計画に従っ
て、市営住宅のバリアフリー化について、
引き続き計画的に取り組んでいく。

【評価理由】
バリアフリー住戸の供給率成果指標を達
成することができたので順調であると判
断。

【課題】
平成２７年度に策定する市営住宅のマネ
ジメント実施計画と整合を図る必要があ
る。順調

順調

【評価理由】
バリアフリー住戸の供給率については、
成果指標を達成することができたので順
調であると判断し、ふれあい巡回員の活
動については、ふれあい巡回員による６５
歳以上の単身高齢者への訪問等により、
高齢者への見守りや悩みの相談等を行う
ことができたので順調であると判断。ま
た、優良賃貸住宅供給については、成果
指標である特優賃及び高優賃の入居率
を共に達成することできたので順調である
と判断。

【課題】
ふれあい巡回員の活動については、見守
りの対象となる単身高齢者が年々増加し
てきている。また、優良賃貸住宅供給に
ついては、目標達成の安定化を図るた
め、引き続き制度のＰＲ及び家賃補助の
実施が必要となる。

バリアフリー住戸の供給については、引き
続き取り組んでいくとともに、ふれあい巡
回員の活動については、増加する単身高
齢者に対するきめ細かい見守りを実施で
きるよう、ふれあい巡回員の増員等を検
討する。また、優良賃貸住宅供給につい
ては、家賃補助及び制度のＰＲ活動など
を継続的に行う。

206,538

バリアフリー住戸の供給率目標を達成す
ることができたので順調であると判断。

順調

2,909,763

８０％（Ｈ２６
年度）

市営住宅整備事業

本市では現在、約３３,０００戸の市
営住宅を管理しており、老朽化の
著しい市営住宅の建替や既存ス
トックの有効活用を図りながら、住
宅に困窮する低所得者及び高齢
者、障害者、子育て世帯等に住宅
を供給することにより、多世代共生
の住まいづくりを推進する。

住宅整
備課

市営住宅のバリアフリー住戸
の供給率（累計）

市営住宅整備・管理事業

本市では現在、約３３,０００戸の市
営住宅を管理しており、老朽化の
著しい市営住宅の建替や既存ス
トックの有効活用を図りながら、住
宅に困窮する低所得者及び高齢
者、障害者、子育て世帯等に住宅
を供給することにより、市民の居住
安定の確保を図る。

住宅整
備課・住
宅管理
課

―

― ―

住宅計
画課

―

３２％
（Ｈ２７年度）

高齢者ふれあい巡回員の活
動

特優賃及び高優賃の入居率

―

目標を達成することができたので順調で
あると判断。

順調15,575194,879223,500
優良賃貸住宅供給支援事
業

一定の基準を満たし建設された優
良賃貸住宅への入居者に対し、家
賃補助を行い、入居促進を図る。

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

係
長

6.30 人

職
員

21.10 人

【Check】　　評価　／　【Action】改善

― ―
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建築都市局

平成26年度 行政評価の取組結果 (建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H28年度
施策の方向性

人件費（目安） H26年度H26年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業

主要事業
所管課名 事業概要

H25年度 人数

H25年度

H26年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

目
標

50
件
／
年

50
件
／
年

課
長

0.05 人

実
績

17
件
／
年

19
件
／
年

係
長

0.35 人

達
成
率

34.0 ％ 38.0 ％
職
員

1.00 人

目
標

90 ％

実
績

84.3 ％ 90.6 ％

達
成
率

― ％ 100.7 ％

目
標

95 ％

実
績

80.2 ％ 87.2 ％

達
成
率

― ％ 91.8 ％

民間建築物耐震改修費等補助について
は、市民や事業者に対する各種説明会・
講習会等での事業ＰＲや住宅情報誌など
への情報掲載などを通じ、これまで以上
に効果的な普及啓発活動を行う。また、
市有建築物耐震化推進については、平成
２７年度で事業終了予定である。

【評価理由】
民間建築物耐震改修費等補助について
は、補助実施件数が目標を下回ったが、
平成２７年末までに耐震診断が義務付け
られた一定規模以上の特定建築物につ
いては診断実施が進み、成果が得られて
いるので順調であると判断。また、市有建
築物耐震化推進については、成果指標で
ある市有特定建築物の耐震化等を達成し
たので順調であると判断。

【課題】
民間建築物耐震改修費等補助について
は、木造住宅やマンションに関する相談
件数が、ほぼ目標に達しているが、実際
の工事件数増には、むすびついていない
ため、引き続き補助制度のＰＲを実施する
ことが必要となる。

順調

民間建築物を対象とした耐
震改修費等補助実績

民間建築物の耐震化を促進する
ため、一定の要件に該当する木造
住宅やマンション、多数の市民が
利用する特定建築物の耐震化に
要する費用の一部を補助する。

104,648106,000 遅れ11,57513,536
５０件（Ｈ２６
年度）

―
住宅計
画課

民間建築物耐震改修費等
補助事業

― ―
市有特定建築物(学校、住
宅、解体等を除く）の耐震補
強工事実施設計の完了率

―
１００％

（Ｈ２７年度）

市有特定建築物(学校、住
宅、解体等を除く）の耐震化
率

単年度目
標設定なし

単年度目
標設定なし

建築課
市有建築物耐震化推進事
業

人0.10
課
長

人0.10
係
長

8,150

市有の特定建築物（防災拠点や多
数の市民が利用する建築物）につ
いて、平成２１年３月に策定した｢
北九州市耐震改修促進計画」に基
づき、平成２７年度末を目標として
優先的に耐震化に取り組んでい
る。
当該事業は、市有の特定建築物
（学校、市営住宅及び特別会計等
を除く）の耐震化を促進するため、
「耐震診断」「補強計画」「実施設
計」について効率的な業務の遂行
を図る観点から、建築都市局にお
いて一括して予算化して事業を行
う。

順調18,33112,49611,400

人0.80
職
員

市有特定建築物の耐震化率及び耐震補
強工事実施設計の完了率が前年度から
上昇しているので順調であると判断。

市民等への普及啓発活動や相談受付な
どは目標どおり実施したものの、補助実
施件数は目標を下回ったので遅れである
と判断。

Ⅱ-1-(4)-⑤ 
公共施設など
の耐震化の推
進

101



建築都市局

平成26年度 行政評価の取組結果 (建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H28年度
施策の方向性

人件費（目安） H26年度H26年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業

主要事業
所管課名 事業概要

H25年度 人数

H25年度

H26年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

目
標

30 件 40 件
課
長

0.05 人

実
績

30 件 47 件
係
長

0.40 人

達
成
率

100.0 ％ 117.5 ％
職
員

1.00 人

目
標

100 件

実
績

167 件

達
成
率

167.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績
指針の
作成

達
成
率

目
標

50 戸 100 戸
課
長

0.30 人

実
績

25 戸 202 戸
係
長

0.30 人

達
成
率

50.0 ％ 202.0 ％
職
員

1.00 人

１００戸
（H２６年度）

目標を達成することができたので順調で
あると判断。

目標を達成することができたので順調で
あると判断。

狭あい道路拡幅整備については、狭あい
道路の解消を進め、防災性に優れた住宅
市街地の形成と居住環境の向上を図る。
また、老朽空き家対策については、今後
も適正に管理されず、周辺の住環境に悪
影響を及ぼす老朽空き家等の増加が続く
ことが見込まれるため、その対策の強化
を図る。

３００件（Ｈ２
６年度）

―

狭あい道路拡幅整備事業

人口減少や高齢化等が進む本市
においては、今後も、適正に管理
されず、周辺の住環境に悪影響を
及ぼす老朽空き家等の増加が続く
ことが見込まれるため、対策を強
化する必要がある。
老朽空き家等対策について、所有
者等に対し家屋の適正な管理を促
すため、窓口のワンストップ化や市
と地域との協働による老朽空き家
等の実態調査を行うなど、平成２６
年度より実施できるものから実行
に移し、対策の強化を図る。

空き家
対策推
進室

30,07021,880

老朽空き家等対策推進事
業

―空き家対策のあり方の検討

幅の狭い道路に面した建築物の
建て替えなどをする際に、道路幅
を広げることを促すことにより、防
災性に優れた安全な住宅市街地
の形成と居住空間の向上を図る。

住宅計
画課

― ―
狭あい道路の拡幅整備完了
件数（累計）

相談・通報件数

― ―
老朽危険家屋の所有者に対
する指導等の強化

老朽空き家
管理台帳
の電子化

―

―

順調30,0502,59722,64225,900

人0.70
課
長

―

0.70
係
長

人2.00
職
員

目標を達成することができたので順調で
あると判断。

実施

空き家対策
のあり方の
検討

―

老朽空き家等除却促進事
業

空き家
対策推
進室

倒壊や部材の落下のおそれがあ
るなど危険な空き家等の除却を促
進するため、家屋の除却に要する
費用の一部を補助することにより、
市民の安全で安心な居住環境の
形成を図る。

老朽空き家等除却促進事業
の年間実施件数

50,000 49,483 14,687 13,950 順調

順調

人

順調12,07529,671

【評価理由】
成果指標を達成することができたので順
調であると判断。

【課題】
狭あい道路拡幅整備については、狭あい
道路の解消に向けた効果的な事業の実
施が必要となる。また、老朽空き家対策
については、引き続き普及・啓発活動等を
実施するなどして、空き家等の適正管理
について、所有者等の意識の向上を図る
必要がある。

Ⅲ-1-(1)-① 
快適な住環境
の形成
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建築都市局

平成26年度 行政評価の取組結果 (建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H28年度
施策の方向性

人件費（目安） H26年度H26年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業

主要事業
所管課名 事業概要

H25年度 人数

H25年度

H26年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

目
標

100
世
帯

100
世
帯

課
長

0.05 人

実
績

74
世
帯

72
世
帯

係
長

0.10 人

達
成
率

74.0 ％ 72.0 ％
職
員

0.50 人

目
標

70 ％
課
長

0.05 人

実
績

76.7 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

109.6 ％
職
員

0.40 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

１００世帯（Ｈ
２６年度）

事業者や転入した方々の意見を伺い、ど
のような改善ができるのか協議し、利用し
やすい制度となるよう取り組んでいく。

【評価理由】
事業の目的に対して一定の成果があった
ものの転入目標の世帯数には達しなかっ
たのでやや遅れであると判断。

【課題】
現行制度では民間事業者も費用負担を
することや、どの住宅を事業対象とするか
を事業者が決めるため転入者が利用でき
る住宅が限定されている。

やや遅れ

Ⅲ-1-(1)-② 
定住促進や地
域活性化のた
めの環境づくり

市外からの転入促進については一定の
成果を収めることができたが、実績が目
標の約７割に留まったのでやや遅れであ
ると判断。

やや遅れ5,32543,54928,35952,500

市外から転入し、一定要件を満た
す住宅を取得する世帯に対し、市
及び民間住宅事業者がそれぞれ
最大５０万円相当、合わせて１００
万円相当の補助を行い、市内への
定住を促進する。

住宅計
画課

北九州市定住促進支援事
業

―
北九州市定住促進支援事業
による認定世帯数

魅力ある街並み形成 70% ―

個性的で魅力的な都市景観
の向上
(景観が良くなったと思う人の
割合)

本事業は、個性的で魅力的な都市
景観の形成を目指し、景観アドバ
イザー制度の活用による公共施設
や大型民間施設等の魅力向上を
図り、市民が誇りと愛着を持てる街
並みづくりを推進する。

都市計
画課

Ⅲ-1-(2)-② 
風格のある都
市景観づくり

活動実績及び市民アンケート結果（景観
が良くなったと思う人の割合）について
は、概ね目標を達成することができたの
で順調であると判断。

順調5,5751,3629752,100

―

―

５７日 ―

「見るスポーツ」の機会提供
の充実
（平成２５年２月公共事業評
価（事前評価２）における目
標値）
供用開始後のグラウンド利用
日数

景観アドバイザー制度の活用による公共
施設や民間施設等の魅力向上を推進す
るとともに、本制度の周知を図る。

【評価理由】
市民アンケート結果からも、本市の魅力
ある街並み形成に寄与していると認めら
れるので順調であると判断。

【課題】
アドバイザーの助言が十分反映できるよ
う、さらなる事業の充実を図り、都市景観
の向上につなげる。

順調

―

―

―

Ｊリーグ観戦試合の平均入場
者数
（平成２５年２月公共事業評
価（事前評価２）における目
標値）
供用開始後の１試合平均入
場者数

平成２８年度の施設完成後に、成果指標
を達成できるよう、ＰＲ業務予算の確保に
取り組む。

【評価理由】
スタジアム整備がほぼ予定通りに進んで
いるので順調であると判断。

【課題】
これまで通り、関係機関との協力関係を
維持しながら予定通りに事業を進める必
要がある。

順調

2.00
職
員

―

Ⅲ-2-(3)-③ 
スポーツ施設
の整備

スタジアム整備の進捗状況が順調に推移
しているので順調であると判断。

順調36,500―938,9831,177,000

都心部に人が集い、にぎわいあふ
れる北九州市の創出を目指し、Ｊ
リーグやラグビートップリーグなど
の試合に加え、コンサートの開催
や小中高生のサッカー・ラグビー
大会、グラウンドゴルフ大会、子ど
もたちへの芝生開放など、幅広い
市民利用に活用し、市民に夢と感
動を提供できるスタジアムを整備
する。

建築課スタジアム整備事業

人1.00
課
長

人1.00
係
長

人

７,０００人 ―

―

―

―
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建築都市局

平成26年度 行政評価の取組結果 (建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H28年度
施策の方向性

人件費（目安） H26年度H26年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業

主要事業
所管課名 事業概要

H25年度 人数

H25年度

H26年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

目
標

33
億
円

実
績

37
億
円

達
成
率

112.1 ％

目
標

1,800 件

実
績

2,033 件

達
成
率

112.9 ％

目
標

1,760 戸
課
長

0.10 人

実
績

1,760 戸 1,760 戸
係
長

0.20 人

達
成
率

100.0 ％ ― ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

4.00 人

実
績

係
長

8.00 人

達
成
率

職
員

18.00 人

一部の工事や用地買収が次年度の執行
となったが、目標とするスケジュールに
沿って事業が進んでいるので順調である
と判断。

（仮称）八幡高見地区Ｓ街区第１期建設工
事について、施行者が工事費の高騰等に
よる事業計画の見直しを図り、事業着手
時期が遅れたのでやや遅れであると判
断。

【評価理由】
住宅市街地総合整備については、（仮称）
八幡高見地区Ｓ街区第１期建設工事の事
業着手が遅れたものの、施行者による事
業計画の見直しが主な理由であり、整備
事業が頓挫したものではないので順調で
あると判断。また、折尾地区総合整備に
ついては、一部の工事や用地買収におい
て遅延が生じ、目標の進捗率に達しな
かったものの、折尾駅周辺の鉄道高架工
事等、成果指標の達成に向け、着実に事
業が進捗しているので順調であると判
断。

【課題】
確実に事業を進捗させるための予算を確
保することが必要となる。

順調

住宅市街地総合整備については、同水準
の住宅に比べ、購入者の負担を軽減で
き、併せて良好な市街地居住環境の整備
に寄与するとともに、民間の建設資金を
活用し、その一部を助成する事業であり、
効率的で良質な住宅ストックの形成がで
きているので、引き続き、事業の推進を図
る。また、折尾地区総合整備については、
平成３７年度の整備事業完成に向け、着
実に事業の推進を図る。

事業者や利用者の声を聞きながら、より
分りやすく使いやすい制度となるよう改善
を実施する。

【評価理由】
成果指標を達成することができたので大
変順調であると判断。

【課題】
空き家の活用促進や市外からの転入促
進など、新たなニーズへの対応について
検討する必要がある。

単年度目
標設定なし

大変順調

Ⅴ-1-(1)-① 
生活支援施設
の立地誘導や
「街なか」居住
の促進

Ⅳ-2-(2)-① 
高齢者を中心
とした健康・生
活支援ビジネ
スの推進

安全・安心に資するリフォーム工事の目
標を工事費用総額及び工事実施件数とも
に達成することができたので大変順調で
あると判断。

大変順調22,575―187,542200,000
住宅計
画課

住まい向上リフォーム促進
事業

人0.05
課
長

人0.70
係
長

既存住宅において、エコ（環境対
策）や子育て支援、高齢化対応、
安全・安心に資するリフォーム工
事に対し、その費用の一部を補助
し、質の高い社会資産となる住宅
ストックの形成と活用を促進する。

住宅市街地総合整備事業 228

住宅市街地整備計画に位置づけ
られた公的機関や民間事業者が
整備する市街地住宅等に関する
調査設計計画費及び共同施設整
備費の一部に対して、市が補助金
交付などの支援を行う。

― ―
補助金交付工事における工
事費用総額

人2.00
職
員

１,７６０戸
（Ｈ２６年度）

― ―
エコや子育て支援、高齢化対
応、安全・安心にかかるリ
フォーム工事の実施件数

やや遅れ6,900133,200
再開発
課

２,２７１戸
（Ｈ３４年度）

165,514
住宅市街地総合整備事業に
おける住宅供給支援戸数（累
積）

順調261,0003,187,7984,816,1764,928,600

―

― ―

―

折尾地区総合整備事業

折尾駅周辺の鉄道の立体化により
踏切を除去するとともに、一帯の
幹線道路整備や鉄道跡地を含む
土地区画整理事業等の面整備を
総合的に実施することにより、交通
渋滞の解消、住環境の改善、まち
の一体化、回遊性の向上などを図
り、折尾地区を魅力ある学園都市
として、また、広域交通拠点として
整備する。

折尾総
合整備
事務所

―
事業完了
（Ｈ３７年度）

学園都市にふさわしい地域
拠点の形成

―

―
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建築都市局

平成26年度 行政評価の取組結果 (建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H28年度
施策の方向性

人件費（目安） H26年度H26年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業

主要事業
所管課名 事業概要

H25年度 人数

H25年度

H26年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

80 ％ 80 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

20 ％ 24 ％

実
績

21.9 ％ 21.9 ％

達
成
率

109.5 ％ 91.3 ％

目
標

150
万
人

150
万
人

課
長

0.10 人

実
績

166
万
人

166
万
人

係
長

0.20 人

達
成
率

110.7 ％ 110.7 ％
職
員

0.30 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

Ⅴ-1-(2)-① 
都心のにぎわ
いづくり

１５０万人（Ｈ
２６年度）

―
主な賑わいづくりイベント等
の年間来場者数

順調

環境首都総合交通戦略は、本市で
の望ましい交通体系を構築するた
め、既存の公共交通機関を有効活
用し、その維持や充実・強化を図
る。
過度なマイカー利用から地球環境
にやさしい公共交通や徒歩・自転
車への利用転換を図り、市民の多
様な移動手段が確保された交通
体系を構築することを目指す。

都市交
通政策
課

環境首都総合交通戦略の
推進

基準値２０％
（H１７年度）

２４％
（Ｈ３０年度）

市内の公共交通分担率

Ⅴ-1-(1)-② 
まちづくりと連
携した商業機
能の活性化

目標を概ね達成することができたので順
調であると判断。

順調16,15049,82745,56461,547

基準値８０％
（Ｈ１７年度）

８０％
（Ｈ３０年度）

市内の公共交通人口カバー
率

人0.10
課
長

人0.60
係
長

29,11820,91728,900

人1.20
職
員

地元まちづくり団体や企業などが
主体となったまちづくり活動への支
援や、地域資源を活かした四季
折々のイベントを開催することで、
小倉都心の賑わい創出や魅力向
上を図る。

まちづく
り推進
課

小倉都心賑わいづくり推進
事業

―

小倉駅南口東地区市街地
再開発事業

本市の玄関口である小倉駅の小
倉城口にふさわしい都市機能の集
積と土地の高度利用を図るため、
都市計画道路博労町線の拡幅整
備とあわせた市街地再開発事業を
行う施行者に対して、事業費の一
部を補助し、事業の推進を図る。

再開発
課

１００戸
（Ｈ２９年度）

保留床として売却する住宅戸
数

―
３,０００㎡（Ｈ
２９年度）

保留床として売却する業務床
面積

人0.10

人1.00
職
員

7,200113,558105,200

課
長

人0.20
係
長

建築工事費の高騰などにより、事業計画
の見直しが必要となり、権利変換計画認
可申請が翌年度となったが、目標とする
スケジュールに沿って事業が進んでいる
ので順調であると判断。

順調10,650

順調

【評価理由】
小倉都心賑わいづくり推進については、
小倉都心の賑わい創出や魅力の発信に
より、集客効果が発現しつつあるので順
調であると判断。また、小倉駅南口東地
区市街地再開発については、活動指標で
ある権利変換計画認可が、翌年度となっ
たが、成果指標の達成に向け、着実に事
業が進捗しているので順調であると判
断。

【課題】
小倉都心の賑わいづくり推進について
は、イベントによる集客効果を周辺施設
へ波及させることが必要となる。また、小
倉駅南口東地区市街地再開発について
は、確実に事業を進捗させるための予算
を確保することが必要となる。

5,400

目標を達成することができたので順調で
あると判断。

順調

交通事業者等と連携しながら、公共交通
の利用促進に向けた様々な取り組みを継
続的に行う。

【評価理由】
環境首都総合交通戦略に基づき市内の
公共交通人口カバー率の維持や公共交
通分担率の向上に努めており、一定の成
果が得られているので順調であると判
断。

【課題】
確実に事業を進捗させるための予算を確
保することが必要となる。

小倉都心賑わいづくり推進については、
賑わいづくりの取り組みを集約して、集中
的に実施するなど、事業効果の向上を図
る。また、小倉駅南口東地区市街地再開
発については、平成２８年度から本格的
な建築工事に着手するため事業費が大
幅に増加することから、必要な予算を確
保し事業推進に向けた支援を引き続き行
う。

―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

―

105



建築都市局

平成26年度 行政評価の取組結果 (建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H28年度
施策の方向性

人件費（目安） H26年度H26年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業

主要事業
所管課名 事業概要

H25年度 人数

H25年度

H26年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

目
標

37
万
人

37
万
人

課
長

0.20 人

実
績

41.3
万
人

41.2
万
人

係
長

0.30 人

達
成
率

111.6 ％ 111.4 ％
職
員

0.30 人

目
標

5 件 5 件
課
長

0.30 人

実
績

8 件 8 件
係
長

0.30 人

達
成
率

160.0 ％ 160.0 ％
職
員

0.50 人

目
標

課
長

1.00 人

実
績

係
長

4.00 人

達
成
率

職
員

12.00 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

順調
３７万人（Ｈ２
６年度）

―
黒崎副都心における主要な
イベント等の年間観客数

黒崎副都心ひとづくり・賑
わいづくり推進事業

Ⅴ-1-(2)-② 
文化・交流、居
住機能を重視
した副都心づく
り

目標を達成することができたので順調で
あると判断。

順調7,55014,45014,93517,000

黒崎副都心の活性化に必要な継
続的・発展的なまちづくりを推進す
るため、地域（民間）が主体となっ
た「黒崎ひとづくり・まちづくり推進
委員会」が実施する様々な取組を
支援するとともに、イベント等を実
施し、まちの賑わいづくりや魅力向
上を図る。

まちづく
り推進
課

５件（Ｈ２６年
度）

―
遊休不動産の利活用に関す
る提案件数

都心・副都心まちづくり総
合事業

Ⅴ-1-(2)-③ 
未利用地等の
活用

目標を達成することができたので順調で
あると判断。

順調10,20046,89240,84141,730

都心・副都心における官民連携の
まちづくりを推進するため、既存施
設や新たな集客施設の連携を検
討するとともに、遊休不動産の利
活用促進など民間活力による取組
を支援する。

まちづく
り推進
課

―
５,０００人（Ｈ
３２年度）

北九州学術・研究都市北部
地区における地区内人口

周辺の自然環境を活かしながら、複合的
なまちづくりを進めていくための基盤整備
事業を平成２９年度の事業完了に向けて
進める。

【評価理由】
事業の各工程は順調に進捗しており、地
区内人口も増加するなど目標どおりの成
果指標が現れているので順調であると判
断。

順調― ―

―

Ⅴ-1-(3)-① 
研究・開発拠
点の整備

事業計画の変更に伴い総事業費が増額
したため、進捗率は前年度の８７.９％から
伸びなかったが、各工程の目標はほぼ達
成することができたので順調であると判
断。

順調141,5001,929,757966,7721,720,600

北九州学術研究都市を知的基盤
の中核として、周辺の自然環境を
活かしながら、複合的なまちづくり
を進めていくための基盤整備事業
で、「施行者：北九州市、
事業期間：平成１４年４月から平成
３０年３月、施行面積：約１３５．５
ヘクタール」の国から認可された土
地区画整理事業として整備を進め
ている。

学術・研
究都市
開発事
務所

北九州学術・研究都市北
部土地区画整理事業

―
５５０戸

（Ｈ３３年度）
純増住宅戸数

―
１００％
（Ｈ２７年度
～）

長期優良住宅等の認定件数
の割合

ＪＲ城野駅北側の未利用国有地や
ＵＲ城野団地を中心とする城野地
区（約１９ha）において、エコ住宅や
創エネ・省エネ設備の設置誘導、
エネルギーマネジメントによるエネ
ルギー利用の最適化、公共交通
の利用促進など、様々な低炭素技
術や方策を総合的に取り入れて、
ゼロ・カーボンを目指した住宅街区
を整備する。

Ⅴ-1-(4)-① 
省エネルギー
（ネガワット）の
推進

平成２８年度末の区画整理事業完成に向
け、現場は着実に進捗していることに加
え、低炭素のまちづくりを誘導するための
タウンマネジメント組織が発足するなど、
ソフト面についても、着実に進捗すること
ができたので順調であると判断。

順調64,0001,088,6461,939,2101,738,200区画整
理課

城野ゼロ・カーボン先進街
区形成事業

人1.00
課
長

人3.00
係
長

3.00
職
員

順調

順調

土地区画整理事業の完成最終年度であ
る平成２８年度に向けて引き続き事業の
進捗を図る。

【評価理由】
成果指標の達成に向け、着実に事業が
進捗しているので順調であると判断。

民間主体の取り組みが進んでいることか
ら、事業内容の抜本的な見直しを行う。

【評価理由】
遊休不動産所有者に対して具体的な事
業提案を行うことで、有効性等が認知され
てきたと考えられるので順調であると判
断。

【課題】
民間主体における遊休不動産の有効活
用に対する動機付けを図るとともに、実現
化を促進することが必要となる。

地域交流に関する取り組みを強化するな
どして、事業効果の向上を図る。

【評価理由】
地域が主体となった取組が萌芽し、文化
的な交流の機会が生まれ、地域のイベン
トが根付き、地域の魅力が向上してきた
ので順調であると判断。

【課題】
実施主体や地域住民相互の交流を促進
して地域への波及効果を増大させる必要
がある。

― ―

―

― ―

― ―

―

―

―

― ―

―

―

―

人

106



建築都市局

平成26年度 行政評価の取組結果 (建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H28年度
施策の方向性

人件費（目安） H26年度H26年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業

主要事業
所管課名 事業概要

H25年度 人数

H25年度

H26年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

80 ％ 80 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

20 ％ 24 ％

実
績

21.9 ％ 21.9 ％

達
成
率

109.5 ％ 91.3 ％

目
標

8
か
所

8
か
所

課
長

0.10 人

実
績

8
か
所

8
か
所

係
長

0.60 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

1.20 人

目
標

60 ％
課
長

0.30 人

実
績

100 ％
係
長

1.00 人

達
成
率

166.7 ％
職
員

1.00 人

６０％(H２６
年度)

基準値８０％
（Ｈ１７年度）

８０％
（Ｈ３０年度）

市内の公共交通人口カバー
率

基準値２０％
（H１７年度）

２４％
（Ｈ３０年度）

市内の公共交通分担率

Ⅴ-2-(3)-① 
公共交通の利
便性の向上

目標を概ね達成することができたので順
調であると判断。

順調16,15049,82745,56461,547

環境首都総合交通戦略は、本市で
の望ましい交通体系を構築するた
め、既存の公共交通機関を有効活
用し、その維持や充実・強化を図
る。
過度なマイカー利用から地球環境
にやさしい公共交通や徒歩・自転
車への利用転換を図り、市民の多
様な移動手段が確保された交通
体系を構築することを目指す。

都市交
通政策
課

環境首都総合交通戦略の
推進

人0.10
課
長

人0.60
係
長

人1.20

８か所（Ｈ２５
年度）

―
既運行地区におけるおでか
け交通の維持

Ⅴ-2-(3)-② 
おでかけしや
すい移動手段
の確保

おでかけ交通事業は、バス路線廃
止地区やバス路線のない高台地
区、高齢化率が市の平均を上回る
地区などにおいて、地域住民の交
通手段を確保するため、採算性の
確保を前提として、地域住民、交
通事業者、市の三者がそれぞれの
役割分担のもとで連携して、マイク
ロバスやジャンボタクシー等を運行
する。

都市交
通政策
課

環境首都総合交通戦略の
推進（おでかけ交通事業）

市有建築物で中長期保全計
画が作成されている施設の
割合

H２６年度
完了

大変順調

関係三者で逐次調整・協議を行い、安定・
安全運行の確保に努め、運行の維持が
できたので順調であると判断。

順調16,15013,3294,09711,000

順調

【評価理由】
環境首都総合交通戦略に基づき市内の
公共交通人口カバー率の維持や公共交
通分担率の向上に努めており、一定の成
果が得られているので順調であると判
断。

【課題】
確実に事業を進捗させるための予算を確
保することが必要となる。

既運行地区におけるおでかけ交通の維
持を行うとともに、事業主体に対する側面
支援による運行の維持継続を行う。

【評価理由】
事業者に対して運行に要する費用の一部
助成などの側面支援を実施し、安定・安
全運行を図ることができたので順調であ
ると判断。

【課題】
確実に事業を進捗させるための予算を確
保することが必要となる。

平成２６年度に事業を完了した。目標に対して大幅に事業を進捗すること
ができたので大変順調であると判断。

大変順調

【評価理由】
成果指標に対して大幅に事業を進捗する
ことができたので大変順調であると判断。

交通事業者等と連携しながら、公共交通
の利用促進に向けた様々な取り組みを継
続的に行う。

順調

― 20,950

職
員

Ⅴ-3-(1)-② 
都市基盤・施
設の適正な維
持管理

市有建築物計画保全推進
事業

都市マ
ネジメン
ト政策室

平成２３年度～平成２４年度の「市
有建築物長寿命化推進事業」の成
果「市有建築物長寿命推進実施計
画」を受けて、計画的な維持管理
（予防保全）を実地に推進してい
く。
具体的には、学校・住宅を除く市
有建築物の予防保全推進のため
に作成した「長寿命化推進実施計
画」を最新の情報に更新・拡充しな
がら、局を超えて横並びで施設の
劣化状況を評価し、改修の優先度
を判断することで、限られた予算を
適時適所に効率的に投入していく
ための取り組みをサポートする。

15,500 13,837
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建築都市局

平成26年度 行政評価の取組結果 (建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H28年度
施策の方向性

人件費（目安） H26年度H26年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業

主要事業
所管課名 事業概要

H25年度 人数

H25年度

H26年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

目
標

3,573 戸 3,623 戸

実
績

3,437 戸 3,724 戸

達
成
率

96.2 ％ 102.8 ％

目
標

5,897 戸 6,418 戸

実
績

4,416 戸 5,701 戸

達
成
率

74.9 ％ 88.8 ％

目
標

課
長

1.70 人

実
績

係
長

3.00 人

達
成
率

職
員

4.00 人

順調

耐震改修工事の一部が入札不調に伴い
次年度執行となったが、市営住宅バリア
フリー化工事は目標を達成することがで
きるなど、概ねスケジュールに沿って事業
を進捗することができたので順調であると
判断。

順調

【評価理由】
成果指標を概ね達成することができたの
で順調であると判断。

【課題】
平成27年度に策定する市営住宅のマネ
ジメント実施計画と整合を図るとともに、
今後の耐震改修促進計画の見直しに向
け、引き続き事業を推進する必要がある。

安全性確保を早急に図る必要があるた
め、引き続き市営住宅の耐震化を推進す
るなど、同程度の規模で事業を継続実施
する。

耐震改修工事累計戸数

Ⅴ-3-(2)-① 
都市基盤・施
設の有効活用

87,750637,1291,193,853885,600

― ―
市営住宅のバリアフリー化工
事（すこやか改善事業）累計
戸数

既存の市営住宅の居住水準およ
び安全性を確保する為、住戸のバ
リアフリー化（すこやか改善事業）
や耐震性の低い住棟の耐震改修
を行い、既存ストックの有効活用を
図る。

住宅整
備課・住
宅管理
課

市営住宅既存ストック整備
事業

人0.50
課
長

人2.20
係
長

人8.00
職
員

全公共施設
（Ｈ２５年度）

２０％削減
（Ｈ６４年度）

公共施設保有量の縮減

―
７,５００戸
（Ｈ２７年度）

―

順調

平成２７年度末の計画策定に向けて、市
民への説明、市民意見の把握、施設の現
状調査、関係部局との調整等を予定どお
り実施することができたので順調であると
判断。

―

―
都市マ
ネジメン
ト政策室

順調

【評価理由】
予定どおり事業実施することができたの
で順調であると判断。

【課題】
計画策定に向けて、引き続き市民説明や
市民意見の把握に努めるなど、丁寧な取
り組みを進める必要がある。

施設分野別実行計画に関しては、フォ
ローアップの方法を考えていく必要がある
ため引き続き検討するとともに、モデルプ
ロジェクトに関しては、再配置計画の実現
に向けた検討・調整等を進めていく。

公共施設マネジメント推進
事業

Ⅴ-3-(2)-② 
公共施設の転
活用などの検
討

8,600 7,158 ― 79,550

本市の公共施設マネジメント方針
に基づき、公共施設に関する将来
的な財政負担を軽減するための取
り組みを進める。
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建築都市局

平成26年度 行政評価の取組結果 (建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H28年度
施策の方向性

人件費（目安） H26年度H26年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業

主要事業
所管課名 事業概要

H25年度 人数

H25年度

H26年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

目
標

15 件 15 件
課
長

0.01 人

実
績

21 件 13 件
係
長

0.05 人

達
成
率

140.0 ％ 86.7 ％
職
員

0.05 人

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

33
億
円

実
績

37
億
円

達
成
率

112.1 ％

目
標

1,800 件

実
績

2,033 件

達
成
率

112.9 ％

Ⅵ-2-(1)-① 
環境に配慮し
た良質な住宅・
建築ストックの
形成

順調

【評価理由】
民間建築物指導業務については、概ね成
果指標の届出があったので順調であると
判断。また、城野ゼロ・カーボン先進街区
形成については、成果指標の達成に向
け、着実に事業が進捗しているので順調
であると判断。さらに、住まい向上リ
フォーム促進については、成果指標を達
成することができたので順調であると判
断。

【課題】
民間建築物指導業務については、届出を
促す効果的な普及啓発活動を実施するこ
とが必要である。さらに、住まい向上リ
フォーム促進については、空き家の活用
や市外からの転入促進など新たなニーズ
への対応について検討する必要がある。

民間建築物指導業務については、平成２
０年１０月の本格実施から一定年数が経
過し、建築士事務所等の制度への理解は
進んでいることから、引き続き、届出を促
す普及啓発活動を実施する。また、城野
ゼロ・カーボン先進街区形成については、
土地区画整理事業の完成最終年度であ
る平成２８年度に向けて引き続き事業の
進捗を図る。さらに、住まい向上リフォー
ム促進については、事業者や利用者の声
を聞きながら、より分りやすく使いやすい
制度となるよう改善を実施する。

概ね目標の届出があったので順調である
と判断。

順調9906499205
民間建築物指導業務（ＣＡ
ＳＢＥＥ北九州の普及）

５５０戸
（Ｈ３３年度）

１５件（Ｈ２６
年度）

―
建築物総合環境性能評価制
度（CASBEE北九州）の届出
件数

― ―

―

ＪＲ城野駅北側の未利用国有地や
ＵＲ城野団地を中心とする城野地
区（約１９ha）において、エコ住宅や
創エネ・省エネ設備の設置誘導、
エネルギーマネジメントによるエネ
ルギー利用の最適化、公共交通
の利用促進など、様々な低炭素技
術や方策を総合的に取り入れて、
ゼロ・カーボンを目指した住宅街区
を整備する。

区画整
理課

城野ゼロ・カーボン先進街
区形成事業

―純増住宅戸数

―

平成２８年度末の区画整理事業完成に向
け、現場は着実に進捗していることに加
え、低炭素のまちづくりを誘導するための
タウンマネジメント組織が発足するなど、
ソフト面についても、着実に進捗すること
ができたので順調であると判断。

１００％
（Ｈ２７年度
～）

長期優良住宅等の認定件数
の割合

64,0001,088,6461,939,2101,738,200 順調

人1.00

補助金交付工事における工
事費用総額

人3.00
係
長

人

200,000

3.00
職
員

人

―

課
長

187,542

課
長

人2.00
職
員

人

― ―
エコや子育て支援、高齢化対
応、安全・安心にかかるリ
フォーム工事の実施件数

既存住宅において、エコ（環境対
策）や子育て支援、高齢化対応、
安全・安心に資するリフォーム工
事に対し、その費用の一部を補助
し、質の高い社会資産となる住宅
ストックの形成と活用を促進する。

住宅計
画課

―

安全・安心に資するリフォーム工事の目
標を工事費用総額及び工事実施件数とも
に達成することができたので大変順調で
あると判断。

大変順調22,575―

0.05

0.70
係
長

住まい向上リフォーム促進
事業

建築物は、エネルギーの消費や廃
棄物の発生など環境に対し様々な
影響を与えている。
また、地球温暖化対策をはじめと
する環境問題に対し、建築分野で
の取り組みは大きな役割を担って
いる。
CASBEE北九州（建築物総合環境
性能評価制度）は延床面積２,０００
㎡以上の建築物の新築等を行う建
築主が建築物の環境性能を自己
評価し、その結果を市に届出る制
度であり、この制度の普及により、
環境配慮型建築物の整備促進を
図る。

建築指
導課

―

― ―

― ―

― ―

―

―
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建築都市局

平成26年度 行政評価の取組結果 (建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由および課題

H28年度
施策の方向性

人件費（目安） H26年度H26年度
施策番号
・施策名

基本計画の施策を構成する
主な事業

主要事業
所管課名 事業概要

H25年度 人数

H25年度

H26年度

事業評価の成果指標（目標・実績）

【Plan】　計画　／　【Do】　実施 【Check】　　評価　／　【Action】改善

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

80 ％ 80 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

20 ％ 24 ％

実
績

21.9 ％ 21.9 ％

達
成
率

109.5 ％ 91.3 ％

目
標

課
長

― 人

実
績

係
長

― 人

達
成
率

職
員

― 人

45,564

Ⅵ-2-(1)-② 
環境に配慮し
た都市基盤・
施設の整備・
維持管理

２４％
（Ｈ３０年度）

順調

人

49,827

交通事業者等と連携しながら、公共交通
の利用促進に向けた様々な取り組みを継
続的に行う。

【評価理由】
環境首都総合交通戦略に基づき市内の
公共交通人口カバー率の維持や公共交
通分担率の向上に努めており、一定の成
果が得られているので順調であると判
断。

【課題】
確実に事業を進捗させるための予算を確
保することが必要となる。

順調

人0.10

人0.60

目標を概ね達成することができたので順
調であると判断。

係
長

環境首都総合交通戦略は、本市で
の望ましい交通体系を構築するた
め、既存の公共交通機関を有効活
用し、その維持や充実・強化を図
る。
過度なマイカー利用から地球環境
にやさしい公共交通や徒歩・自転
車への利用転換を図り、市民の多
様な移動手段が確保された交通
体系を構築することを目指す。

基準値８０％
（Ｈ１７年度）

1.20
職
員

課
長

８０％
（Ｈ３０年度）

市内の公共交通人口カバー
率

基準値２０％
（H１７年度）

16,150

市内の公共交通分担率

Ⅶ-3-(2)-④
広域連携に資
する社会基盤
の整備に向け
た取組の推進

【施策評価のみ】
下関北九州道路及び北九
州福岡道路にかかる要望・
提案活動の実施

都市交
通政策
課

環境首都総合交通戦略の
推進

【施策の内容】
地域連携に資する社会基盤の整
備に向けた取り組みの一環とし
て、下関北九州道路及び北九州福
岡道路を推進するため、国や関係
機関に対して要望・提案活動を実
施する。

61,547

都市交
通政策
課

―― ― ― ― 順調

【評価理由】
国や関係機関に対して、必要な要望・提
案活動を実施することができたので順調
であると判断。

【課題】
関門地域や福岡都市圏との新たな広域
道路ネットワーク機能を確保するため、連
携を強化することが必要となる。

下関北九州道路及び北九州福岡道路の
早期実現に向け、要望活動や調査研究
活動に取り組んでいく。

―― ――

― ―

―

― ―

―
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